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「子どもが主体的に学びを展開する時間のモデル」：海外の子どもとの国際交流        　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育保育課作成
  

１. 概要

２. 提案事項

３. スケジュール

令和７年度 令和８年度

【参考資料】R6実施状況とR7実施予定

目指す方向性・育てる力

①子どもの興味・関心に基づき、海外の子どもと主体的に

　対話・意見交流を行う

②対話を通して問いが生まれ、さらなる対話につなげ、学び 

  を深める

③教科としての外国語科に加え、教科横断学習や探究学習等、

　多様な学びを通して課題解決に取り組む

④リアルタイムでの対話を通して、言語・非言語による情報

  を収集・分析し、自分の考えを形成・表現する

オンラインによる交流学習の実施

【手法】
Web会議システムを用いて、学級やグループ単位で海外の同年代の児童生徒とリアルタイムの交流を行う。

事前に交流相手について調べ、手紙やメール、ビデオの交換等を通して互いに対する理解を深める。

【メリット】

①実践的な語学学習が可能になると共に、国際交流・異文化理解を促進することができる

　→外国語等を用いてコミュニケーションを図り、児童生徒が主体性を発揮することができる【教育的効果】

②市立学校に通うより多くの児童生徒に対し、国際交流の機会を提供することができる

　→一部の児童・生徒に対する留学支援と比較し、時間・費用面でより高い効果が期待できる【費用対効果】

課題

①交流の継続性

担当や学校長の変更

に伴い、交流が途絶

える可能性がある。

②交流相手校の確保

現在、国際交流協会

やALTによる紹介を通

じで交流相手校を探

している。決定まで

に時間を要する場合

や、調整が困難な場

合がある。

提案

台湾の教育局との覚書（ＭＯＵ）締結

【覚書の具体案】

学校間交流の促進・・・

双方は、互いの地域の小・中学校間の積極的なオ

ンライン交流を促進し、相互関係を強化する

国際理解教育の促進・・・

双方は、青少年の国際交流に積極的に取り組み、

互いの伝統・歴史・産業・文化を取り入れたカリ

キュラムを作成し、国際理解教育の促進について

協力する

台湾における教育の動向

①教育政策決定や学校運営への子どもの

　参加を促進

　例：

  -課程要綱改革への参加

　 （日本における学習指導要領に相当）

　-校内会議への参加

　 （いじめ防止委員会・奨学生審査・

　　 服装マナー委員会等）

　

②バイリンガル国家計画（2030年目標）

　例：

　-小学校からの英語学習

　-教科（英語科）外における英語使用

　-英語ネイティブ人材の授業での活用

　-デジタル教材の活用

覚書締結先

下記、台湾の２市と覚書を締結する

①新竹市
　人口約46万人・川西市における交流実績有

　「台湾のシリコンバレー」と称されており、

　プログラミング教育やAI活用を促進

②屏東市
　人口約１9万人・川西市における交流実績無

　外国人英語教師の配置拡大等で国際教育を

　推進し、教育局主導でオンライン交流を制度化

交流継続

対面交流へ

＊１  未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ（第二次提言）
 より第６回教育未来創造会議（令和５年４月２７日）

手立て

両自治体の学校間オン

ライン交流促進のため、

海外の教育委員会と連

携する

【連携方法】

①姉妹都市提携

　複数分野にまたが

　る、自治体間の協定

②連携協定

　特定分野における　

　実務的な連携

③MOU（覚書）締結

　協力関係の合意

　連携の第一歩

２０３３年に向けた目標*1

オンライン等を利用した国際交流

中学・高等学校　１００％へ

連携先

台湾

【特徴】

①時差の影響が少ない

　（１時間）

②英語を第２言語として

　学習している

③令和６年度に交流

　実績がある

④本市が目指す教育と

　の親和性が高い

　-子ども主体

　-学校運営に対する

　 子どもの参画

　-外国語教育の促進

12月・・・連携先教育局への連絡 1月・・・訪問日程・覚書内容調整 2月・・・台湾訪問・視察・覚書締結 2月・・・カリキュラム検討委員会 4月・・・覚書に基づく交流開始 4月・・・日本訪問・視察

川西市教育長 連携先教育長


